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注） 助産所での分娩は除く 

平成２７年 医会資料より  

１．長崎県における分娩数施設種別の割合 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
長崎県ではどうかというと、全国とは異なり、大学病院や医療センターなどの公的病院での分娩が少なく、診療所が占める割合は全体の約２／３と、診療所の占める割合が多いことがわかります。



２．長崎県内の産婦人科医師数の推移 
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長崎の産科医は高齢化が進んでいる 

平成26年 日本産科婦人科学会医療改革委員会、日本産婦人科医会勤務医部会共同 
「日本産科婦人科学会会員の勤務実態調査」より引用 

長崎県分娩取り扱い開業施設で勤務する産科医師 
平均年齢：60.0歳 
65歳以上の割合：20名/48名（43%） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
一番の問題点は、長崎の産婦人科医の高齢化が進んでいる事です。
産科医療に従事する年齢の平均が全国で４３歳であるのに対し、長崎県は平均が５０歳となって、全国で３番目に高齢となっています。



３．分娩施設の推移 
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４．分娩をやめた理由（18施設、複数回答） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8

その他

本人の病気等

スタッフ（助産師、看護師）不足

後継者不足

スタッフ(助産師・
看護師)不足

本人の病気等

その他

後継者不足後継者不足 



産婦人科医会の対応・対策 
１、産婦人科医師の確保（新入医局員を増やす） 

三重県方式で、学会、医会が車の両輪となり、 
リクルート活動 
(医会は会費の値上げ増収で、学会へ経済的支援) 

2、分娩施設(診療所)の確保 

(1)経営難の解消の為、分娩料金の適正化(値上げ) 
 ⇒公立病院分娩料は更なる値上げ 
(2)スタッフ(助産師、看護師)の確保 
 ⇒医師会立看護学校助産学科の新設 
(3)開業医と公立病院の連携・支援 
 ⇒周産期医療支援ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ「すくすく」の 
  導入・普及 



分娩料金の適正化が         
産婦人科医の確保に繋がる 

8 産婦人科医の確保 

勤務医の労働環境改善 
医療安全の確保 

診療所経営状態
の改善 

診療所分娩料の 
適正化 公立病院分娩料の 

適正化 

正常産が減少する 
状態悪化してからの 
紹介が減少する 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
正常分娩が診療所に移っていけば、総合病院の勤務医は夜間に正常産で起こされることが減り、異常分娩のみをみればいいことになります。
結果として労働条件が改善され、過重労働による退職も避けることができます。
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